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⾸都直下地震における復旧・復興対策について
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出典︓内閣府 「災害教訓の継承に関する専⾨調査会報告書 平成21年3⽉1923 関東⼤震災【第２編】」
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/kyoukunnokeishou/rep/1923_kanto_daishinsai_2/pdf/6_chap1-3.pdf

関東⼤震災時の疎開等に資する鉄道運⾏の状況
○ 関東⼤震災の際、鉄道省は、９⽉４⽇〜20⽇まで避難⺠を無賃輸送しており、21⽇以降も証明のある避難
⺠は無賃輸送した。⼀⽅で、被災地への流⼊者に対しては、上り列⾞を乗客を乗せない回送とすることも含め、繰
り返し制限を試みている。

○ 国有鉄道（現在のＪＲ）は当時の交通の幹線であったために復旧に⼤きな努⼒が払われ、その結果、避難、救
護の交通機関として中⼼的な役割を果たした。

○ なお、９⽉４⽇に⾟うじて東京の鉄道網が外部とつながった時点で、電⼒はほとんど供給されておらず、電⾞運転は
不可能だったが、１⽇からの鉄道の部分運転も汽⾞だからこそ可能であった。

9⽉1⽇ 常磐線 ︓⾦町以北が単線で復旧
東北線 ︓川⼝以北が単線で復旧

9⽉2⽇ 常磐線 ︓利根川架橋部が破損のため単線運転
だったが、複線で運転可能となり、避難や
救護の貴重な交通⼿段となった

9⽉3⽇ 常磐線 ︓隅⽥川橋梁の応急修理を終え、
⽇暮⾥駅まで開通

9⽉4⽇ 東北線 ︓荒川橋梁が単線で応急復旧し、⾚⽻、
⽥端を経て⽇暮⾥まで運転された

⼭⼿線︓ ⽥端から池袋、新宿を経て品川まで
中央線︓ 新宿から東は飯⽥町（現在の飯⽥橋付近）

⻄は⼭梨県の与瀬まで復旧
9⽉7⽇ 東海道線︓品川から横浜まで復旧

中央線 ︓トンネルの被害が⼤きかった上野原、
与瀬間を徒歩連絡する形で復旧。

10⽉5⽇ 東京駅機能回復︓東京都⼼部でも、外濠の斜⾯崩壊
や⾼架線の破損などがあり、これを復旧し、
中央線と東海道線が東京駅で接続

○国有鉄道復旧の推移○国有鉄道の開通状況 ※図上の数字は開通⽇で9⽉中は⽉を省略した
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被害状況に応じた住まいの確保への⽀援
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○ 住宅の被害状況に応じ、公的賃貸住宅への⼊居、賃貸型応急住宅、建設型応急住宅への⼊居、応急修理による
⾃宅での居住等の⽀援が⾏われる。

準半壊
【令和６年度基準額】
最⼤ 71.7 万円
（準半壊：最⼤ 34.8 万円）

出典︓国⼟交通省中部地⽅整備局 「広域巨⼤災害に備えた 仮設期の住まいづくりガイドライン 〜概要版〜」 を内閣府にて⼀部更新
https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/jutaku_seibika/pdf/r0203guideline_01.pdf



出典︓東京都 「リーフレット「東京仮住まい」」
https://www.juutakuseisaku.metro.tokyo.lg.jp/about/leaflet_tokyokari.html

円滑な住まい確保に向けた啓発（東京都）
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○ 東京都では、⼤規模地震の発⽣から仮住まい、復興までの流れを被害状況や避難先・仮住まい先の多様な選択肢
と合わせて確認することで、平時からの備えと被災後の円滑な⾏動につなげることを⽬的に、リーフレット「東京仮住ま
い」を作成。



賃貸型応急住宅の事前リストアップ（静岡県）
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○ 静岡県では、被災者の住まい確保の⼀つの⽅策として、静岡県宅地建物取引業協会及び全⽇本不動産協会静
岡県本部等と応急借上住宅に関する協定を締結し、応急借上住宅として利⽤できる⺠間賃貸住宅のリストアップを
平時から実施。

○ 例えば、宅建協会の住宅データベース「不動産BOX静岡」は、発災時に「災害発⽣状態」に切り替わり、あらかじめ
登録された物件は公開停⽌となり、宅建協会等事務局が抽出した上で、静岡県に情報を提供。

出典︓内閣府 「⼤規模災害時における被災者の住まいの確保策に関する検討会（第４回）」 資料３
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hisaishasumai/dai4kai/pdf/shiryo03.pdf



災害公営住宅の⼯期短縮のための⼯法選択等（低層・S造（プレハブ⼯法）

出典︓国⼟交通省 「災害公営住宅の発注の円滑化に向けた取組みについて」 https://www.mlit.go.jp/common/001039412.pdf 5



災害公営住宅の⼯期短縮のための⼯法選択等（低層・⽊造（パネル⼯法））

6出典︓国⼟交通省 「災害公営住宅の発注の円滑化に向けた取組みについて」 https://www.mlit.go.jp/common/001039412.pdf



公営住宅等の改修等と併せた⼦育て⽀援施設等の整備

出典︓国⼟交通省 「第53回住宅宅地分科会」 資料４ https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001363376.pdf 7

○ 既存の公営住宅等の⼤規模な改修と併せて⼦育て⽀援施設、⾼齢者福祉施設等を導⼊する取組を⽀援。
○ ⼤規模公的賃貸住宅団地において、居住機能の集約化等と併せて⼦育て⽀援施設等を整備する取組を⽀援。



災害公営住宅の事例

出典︓復興庁 「「新しい東北」住まいのこだわり設計事例集」 https://www.reconstruction.go.jp/portal/juutaku_koukyou/20131206171957.html 8

○ 東⽇本⼤震災の災害公営住宅においては、コミュニティ形成や⼦育て・⾒守り、⾃然再⽣エネルギーの活⽤など、
様々な⼯夫がなされた。



災害廃棄物対策について

出典︓環境省 「災害廃棄物対策をめぐる動き」
http://kouikishori.env.go.jp/action/movement/ 9

○ 災害廃棄物処理については、国⼟強靭化基本計画（平成26年６⽉閣議決定）において、復旧・復興が⼤幅
に遅れる事態を回避するものと位置付けられた。



災害廃棄物処理⽀援員制度（⼈材バンク）について

想定される活動事例災害廃棄物処理⽀援員に
よる活動内容

□ 過去の経験に基づく災害廃棄物処理に係る業務内容や業務量、費⽤等について助⾔。
被災地⽅公共団体が災害廃棄物処理を進めていくために必要な体制の
整備に向けた情報を提供。

□ 地⽅公共団体の⾃⼰の処理能⼒を超える量の災害廃棄物が発⽣した場合に、
災害廃棄物の処理先の提案や調整に必要な⼿続きに関する情報を提供。

災害廃棄物処理の⽅針にかか
る助⾔・調整

□ 災害廃棄物発⽣状況の把握や仮置場管理について、過去の経験 に基づく
情報提供やアドバイス。

□ 災害廃棄物等の分別の区分、住⺠やボランティアへの広報に関するツールの提供や
アドバイス。

□ 災害廃棄物の収集運搬⽀援団体への業務の指⽰やスケジュール管理等の⽀援。
□ 損壊家屋の解体撤去のスキームや留意点、必要となる書類の作成に関するアドバイス。

災害廃棄物処理の個別課題
の対応にかかる
助⾔・調整

○ 災害廃棄物処理を経験し、知⾒を有する地⽅公共団体の⼈材を「災害廃棄物処理⽀援員」として登録し、被災
地⽅公共団体の災害廃棄物処理に関するマネジメントの⽀援を⾏うことを⽬的に策定。

○ 被災地⽅公共団体からの要請を基本に、環境省現地⽀援チームが災害廃棄物処理⽀援員の派遣の 必要性に
ついて、被災地⽅公共団体と検討。都道府県、環境省において、災害廃棄物処理⽀援員 のマッチング。

○ 都道府県が、その所管地域内の被災市区町村と災害廃棄物処理⽀援員の派遣の調整を⾏うことも 可能。

■災害廃棄物処理⽀援員制度の活⽤の流れ

出典︓環境省 「災害廃棄物処理⽀援員制度（⼈材バンク）について」 http://kouikishori.env.go.jp/action/jinzai_bank/pdf/jinzai_bank_02_r0405.pdf 10



復興事前準備の取組（豊島区）
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○ 豊島区では、「豊島区地域防災計画（令和２年修正）」の震災対策編において、「復興体制」、「復興⼿順」、
「復興訓練」を位置づけている。

出典︓東京都豊島区 「豊島区地域防災計画 震災対策編 第３部災害復旧・復興計画」
https://www.city.toshima.lg.jp/514/kuse/shisaku/shisaku/kekaku/documents/03_05_hukkyuukeikaku.pdf

■豊島区の復興体制

①震災復興本部の⽴ち上げ準備
を⽬的に、震災後３⽇以内に設置

②被災後１週間以内に⽴ち上がり、
具体的な震災復興事業を推進

■豊島区の復興手順

 「豊島区震災復興マニュアル」に都市復興のプロセスを
以下のように⽰している。

■豊島区の復興訓練

 被災後の復興まちづくりを円滑に進めるため、「地域協働」「事前復興」の考え⽅をもとに、
下記の復興対策を推進する。



復興事前準備の取組（静岡県富⼠市）
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○ 静岡県富⼠市では、発災後、迅速かつ着実に復興まちづくりを進めることができるよう、あらかじめ復興の課題を想定
し、復興まちづくりの⽅向性や進め⽅を定めた「富⼠市事前都市復興計画」を平成28年３⽉に策定（発災後策定
する復興計画は、本計画を踏まえて策定）。

○ さらに、復興まちづくりへの合意形成のため、平時から地域毎に「復興まちづくり訓練」を実施。

出典︓静岡県富⼠市 「富⼠市事前都市復興計画」 https://www.city.fuji.shizuoka.jp/machi/c1201/fmervo0000012vzc-att/rn2ola000000csyp.pdf
国⼟交通省 「復興まちづくりのための事前準備について」 https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/bunyabetsu/bosai/pdf/shuto_kouen02.pdf



⽷⿂川⼤規模⽕災からの復興まちづくり
○ ⽷⿂川⼤規模⽕災からの復興まちづくりでは、街づくりの⽅針を策定し、被災地の被災前の⼟地利⽤状況から、

Ａ・Ｂ・Ｃの３つのエリアに分類の上、各エリアの特徴を踏まえた復興まちづくり計画し、それに基づき整備された。

出典︓⽷⿂川市 「⽷⿂川市復興まちづくり計画検討委員会（第１回）」資料２
https://www.city.itoigawa.lg.jp/secure/20217/6_HP_siryou2.compressed.pdf 13



地籍調査の概要

出典︓国⼟交通省 「地籍調査の推進に向けた対応について」 https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001480797.pdf
「地籍調査Webサイト」 https://www.chiseki.go.jp/situation/status/index.html

地籍調査進捗率(令和５年度末時点、令和６年６⽉調べ)

〇全国の地籍調査の実施状況※

東京:25%
神奈川:15%
千葉:19%
埼⽟:33%
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